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別 紙

工事検査の実施細目について

（目的）

第１ 工事の実施細目について（防整技第７１６７号。２８．３．３１）第２

第１号に規定する建設工事の検査（以下「検査」という。）については、他

の法令に定めるもののほか、この通知の定めるところによる。

（定義）

第２ この通知において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

⑴ 契約担当官等 防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第

１０８号）第２条に規定する契約担当官等をいう。

⑵ 工事検査官 工事に係る会計法（昭和２２年法律第３５号。以下「法」

という。）第２９条の１１第２項の補助者をいう。

⑶ 工事監督官 工事監督の実施細目について（防整技第７１６５号。２８．

３．３１）第２第１号に規定する工事監督官をいう。

（主任工事検査官の指名及び任務）

第３ 契約担当官等は、工事検査官を同一の建設工事請負契約書（以下「契約

書」という。）に係る工事目的物について２名以上指名するときは、そのう

ちの１名を主任工事検査官として指名するものとする。

２ 主任工事検査官は、工事検査官としての事務のほか、前項の工事目的物に

係る他の工事検査官を指揮監督するものとする。

（監督の職務と検査の職務の兼職禁止の特例）

第４ 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１０１条の７に規

定する特別の必要がある場合とは、防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８

年防衛庁訓令１０８号）第５９条の規定による場合とする。

（検査の種類等）

第５ 検査の種類及びその意義は、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴ 完成検査 法第２９条の１１第２項の規定による検査で、工事が完成し

た場合又は契約書に基づき契約担当官等が性質上可分である工事目的物に

ついて、あらかじめ可分部分として引渡しを受けるべきことを指定した部

分（以下「指定部分」という。）の工事が完了した場合に、その完成した

工事目的物又はその指定部分について行うものをいう。



⑵ 既済部分検査 法第２９条の１１第２項の規定による検査で、工事の完

成前にその工事の出来形部分（工事現場に搬入した検査済み工事材料を含

む。以下同じ。）に対し、請負代金の一部を支払う必要がある場合に当該

出来形部分について行うものをいう。

⑶ 中間検査 工事の施行の中途において、契約担当官等の指定するその工

事の出来形部分（完成検査又は既済部分検査の終了した出来形部分を除

く。）について行う検査をいう。

（検査時期）

第６ 完成検査は、受注者から工事が完成した旨の通知（指定部分にあっては、

これに係る工事が完了した旨の通知）を受けた日から、契約書により定めら

れた期間内に行わなければならない。

２ 既済部分検査は、受注者から工事の出来形部分の検査の請求を受けた後遅

滞なく行わなければならない。

３ 中間検査は、契約担当官等が指定した時に行うものとする。

（検査の方法）

第７ 工事検査官は、現場において、原則工事監督官の立会いの下に工事目的

物とこれに係る契約書、図面、仕様書、現場説明書その他の関係書類と照合

し、その適否を確認するものとする。

２ 前項の規定により、工事監督官がやむを得ない事情により、検査に立ち会

えないときは、工事監督官が下検査を実施している場合に限るものとする。

（検査のための書類等の提出）

第８ 工事検査官は、検査を行うときは、工事監督官に、あらかじめ完成検査

については完成図及び出来高計算書、既済部分検査及び中間検査については

出来形図及び出来高計算書を必要に応じ作成させ、検査に際し、これらの書

類のほか、検査に必要な諸資料を提出させることができる。

（検査のための労務等の提供）

第９ 工事検査官は、検査に際し、必要があると認めるときは、工事監督官に

検査のための労務及び器材の提供を求めることができる。

（修補又は改造）

第１０ 工事検査官は、第７の規定による確認の結果、工事目的物に契約書、

図面、仕様書その他の関係書類に適合しない部分があると認めるときは、工

事監督官に当該部分の修補又は改造の措置を採らせるものとする。この場合

において、当該修補若しくは改造が重要な部分に係るものであるとき、若し

くは、工期に多大な影響を与えるものであるとき又は当該修補又は改造に相

当な費用を要することとなるときは、契約担当官等に報告し、その指示によ



らなければならない。

２ 工事監督官から前項の修補又は改造が完了した旨の通知があったときは、

工事検査官は、第７の規定による確認をしなければならない。

（検査の報告）

第１１ 工事検査官は、検査を完了したときは、速やかに、当該検査が完成検

査にあっては別記第１号様式による工事完成検査調書（指定部分に係るもの

であるときは、別記第２号様式による指定部分検査調書）、既済部分検査に

あっては別記第３号様式による工事既済部分検査調書、中間検査にあっては

別記第４号様式による中間検査調書を作成し、契約担当官等に提出するもの

とする。

２ 前項の指定部分検査調書、既済部分検査調書又は中間検査調書には、それ

ぞれ、指定部分検査、既済部分検査又は中間検査に係る内訳書を添付するも

のとする。



別記第１号様式

工事完成検査調書

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 請負代金額

平成 年 月 日から

４ 工 期

平成 年 月 日まで

５ 完成年月日 平成 年 月 日

６ 受注者氏名

７ 検査年月日 平成 年 月 日

上記の工事は、設計図及び仕様書のとおり完成したことを確認しました。

平成 年 月 日

○○○○○○○○

○○○○○○○○○ 殿

,

注：２名以上の工事検査官が当該検査を担当したときは、それぞれ担当区分を明記し、署名押印

すること。

Ａ４



別記第２号様式

指定部分検査調書

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 請 負 代 金 額

４ 工 期
平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

５ 受 注 者 氏 名

指 定 部 分 の
６

名 称 等

指定部分に係る
７

請 負 代 金 額

８ 完 了 年 月 日 平成 年 月 日

９ 検 査 年 月 日 平成 年 月 日

上記の指定部分の工事は、設計図及び仕様書のとおり完了したことを確認しました。

平成 年 月 日

○○○○○○○○

○○○○○○○○○ 殿

,

注：２名以上の工事検査官が当該検査を担当したときは、それぞれ担当区分を明記し、署名押印

すること。

Ａ４



別記第３号様式

工事既済部分検査調書（第 回）

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 請 負 代 金 額

４ 工 期
平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

５ 受 注 者 氏 名

既 済 部 分 の
６

出 来 高 金 額

７ 検 査 年 月 日 平成 年 月 日

上記のとおり工事に既済部分のあることを確認しました。

平成 年 月 日

○○○○○○○○

○○○○○○○○○ 殿

,

注：２名以上の工事検査官が当該検査を担当したときは、それぞれ担当区分を明記し、署名押印

すること。

Ａ４



別記第４号様式

中間検査調書

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 請 負 代 金 額

４ 工 期
平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

５ 受 注 者 氏 名

中 間 検 査 時
６
の 出 来 高

７ 検 査 年 月 日 平成 年 月 日

上記のとおり工事に既済部分のあることを確認しました。

平成 年 月 日

○○○○○○○○

○○○○○○○○○ 殿

,

注：２名以上の工事検査官が当該検査を担当したときは、それぞれ担当区分を明記し、署名押印

すること。

Ａ４


